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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査目的 

「広島市地球温暖化対策実行計画」の改定に係る基礎資料とするため、広島市民及び事業所の地球

温暖化に関する意識及び実態について調査を行う。 

 

２ 調査方法 

⑴ 調査地域  広島市全域 

⑵ 調査方法  郵送配布、郵送回収及びインターネット回答 

⑶ 調査対象 

ア 市民 ：2,500人（住民基本台帳に記載されている18歳以上の市民から無作為抽出） 

イ 事業所：500事業所 

⑷ 調査時期  令和４年５月17日～令和４年５月31日 

 

３ 回収結果 

有効回収数 市民  ：1,001人（40.0％） 

事業所：104事業所（20.8％） 

 

４ 報告書の見方 

 本文及び図中に示した調査結果の数値は百分比（％）で示してある。これらの数値は小数点以下第

２位を四捨五入しているため、全項目の回答比率の合計が100.0％とならない場合がある。 

 ２つ以上の回答（複数回答）を要する質問では、回答比率の合計が 100.0％を超えることがある。 

 グラフ中の「ｎ」は質問に対する回答者数であり、100.0％が何人の回答に相当するかを示す比率

算出の基数である。 
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Ⅱ 市民アンケート結果 

１ 属性 

図 性別                     図 年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 居住地                     図 職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 同居人数（自分を含める）     図 家族構成           図 家の形態 

 

 

 

 

 

 

 

  

男性

43.8% 
女性

55.4% 

無回答

0.8% 

n=1,001

18～

29歳

9.0% 
30～

39歳

11.1% 

40～

49歳

16.9% 
50～

59歳

19.5% 

60～

69歳

16.2% 

70歳

以上

27.0% 

無回答

0.4% 

n=1,001

中区

10.3% 

東区

10.5% 

南区

10.8% 

西区

17.2% 

安佐南区

20.5% 

安佐北区

12.7% 

安芸区

6.1% 

佐伯区

11.6% 

無回答

0.4% 

n=1,001

自営業

4.3% 

会社等役員

2.5% 

正社員・

正職員

29.7% 

公務員

4.4% 

契約社員・

派遣社員

3.7% 常勤パート

タイマー

11.5% 

アルバイト

3.1% 

家族従事者・

家族手伝い

0.7% 

専業主婦・

主夫

14.1% 

学生

2.3% 

無職

21.0% 

その他

1.9% 

無回答

0.9% 

n=1,001

1人

13.2% 

2人

39.5% 

3人

23.8% 

4人

以上

23.2% 

無回答

0.4% 

n=1,001

一人の

世帯

13.1% 

夫婦のみ

の世帯

31.5% 

親と子の

世帯

47.6% 

親と子と

孫の世帯

5.7% 

その他

1.9% 
無回答

0.3% 

n=1,001

一戸建て

住宅（持家）

53.0% 

一戸建て

住宅（借家）

4.2% 

集合住宅

（持家）

18.6% 

集合住宅

（借家）

22.6% 

その他

0.6% 

無回答

1.0% 

n=1,001
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２ 地球温暖化について 

(1) 地球温暖化の進行に対する認識 

地球温暖化の進行に対する認識について、差し迫った問題であると「思う」（「そう思う」＋「ま

あそう思う」）と回答した人の割合が92.0％、「思わない」（「そうは思わない」＋「あまり思わない」）

と回答した人の割合が5.9％となっている。 

 

図 地球温暖化の進行に対する認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 温室効果ガス排出量削減目標の認知度 

「温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度と比べて 46％削減する」という国の目標の認知

度について、「知っている」（「よく知っている」＋「少しは知っている」）と回答した人の割合が51.8％、

「聞いたことはあるが、あまり知らない」と回答した人の割合が35.4％となっている。 

「温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロにする」という国の目標の認知度について、「知

っている」（「よく知っている」＋「少しは知っている」）と回答した人の割合が51.3％、「聞いたこ

とはあるが、あまり知らない」と回答した人の割合が31.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 「温室効果ガス排出量を 2050 年ま

でに実質ゼロにする」という国の目

標の認知度 

図 「温室効果ガス排出量を 2030 年度

に 2013 年度と比べて 46％削減す

る」という国の目標の認知度 

そう思う

61.8% 

まあ

そう思う

30.2% 

あまり

思わない

4.8% 

そうは

思わない

1.1% 

わからない

1.8% 

無回答

0.3% 

n=1,001

よく

知っている

14.6% 

少しは

知っている

37.2% 

聞いたこと

はあるが、

あまり知ら

ない

35.4% 

全く

知らない

12.7% 

無回答

0.2% 

n=1,001

よく

知っている

17.3% 

少しは

知っている

34.0% 

聞いたこと

はあるが、

あまり知ら

ない

31.9% 

全く

知らない

16.4% 

無回答

0.5% 

n=1,001
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(3) 環境問題に関する知識や情報の入手先 

環境問題に関する知識や情報の入手先について、「テレビやラジオ」と回答した人の割合が85.8％

と最も高く、次いで「新聞、雑誌、書籍」（52.4％）となっている。 

 

図 環境問題に関する知識や情報の入手先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

85.8 

52.4 

24.4 

12.7 

10.6 

10.5 

1.9 

0.5 

2.2 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビやラジオ

新聞、雑誌、書籍

SNS以外のインターネット

SNS(Twitter、Facebook等)

広島市の広報紙やホームページ

家族や友人・知人

研究会や講演会

広島市が行うイベントや出前講座

その他

無回答

n=1,001
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93.8 

68.9 

61.5 

35.5 

23.6 

7.5 

2.3 

0.4 

3.4 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不要な照明は消すなど、省エネ行動を心掛けている

家電の更新時にはLED照明などの省エネ型の

製品を購入している

ごみの減量やリサイクルに努めている

エコドライブを心掛けている

窓を二重サッシや、複層ガラスにしている

緑のカーテン作りや屋上緑化をしている

HEMSを設置している

環境家計簿をつけている

その他

無回答

n=785

３ 地球温暖化防止の取組について 

(1) 日常生活における省エネルギーの取組の実践状況 

日常生活における省エネルギーの取組の実践状況について、「実践している」（「実践している」＋

「ときどき実践している」）と回答した人の割合が 78.4％、「実践していない」（「実践していない」

＋「あまり実践していない」）と回答した人の割合が20.2％となっている。 

 

図 日常生活における省エネルギーの取組の実践状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 実践している省エネルギーの取組 

実践している省エネルギーの取組について、「不要な照明は消すなど、省エネ行動を心掛けてい

る」と回答した人の割合が 93.8％と最も高く、「家電の更新時にはＬＥＤ照明などの省エネ型の製

品を購入している」（68.9％）、「ごみの減量やリサイクルに努めている」（61.5％）が続いている。 

 

図 実践している省エネルギーの取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

実践

している

27.2% 

ときどき実践

している

51.2% 

あまり

実践して

いない

15.4% 

実践して

いない

4.8% 

わからない

0.8% 
無回答

0.6% 

n=1,001
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(3) 省エネルギーの取組を実践していない理由 

省エネルギーの取組を実践していない理由について、「どう取り組めばよいかわからない」と回

答した人の割合が 50.0％と最も高く、「取組が続かない」（33.7％）、「生活の快適性が失われる」

（25.2％）が続いている。 

 

図 省エネルギーの取組を実践していない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ＬＥＤ照明の導入状況 

ＬＥＤ照明の導入状況について、「40％未満」と回答した人の割合が 37.0％、うち「全くしてい

ない」と回答した人の割合が5.7％となっている。 

ＬＥＤ照明の導入に当たり支障となることについて、「価格が高い」と回答した人の割合が44.6％

と最も高く、次いで「器具の交換が面倒である」（27.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 ＬＥＤ照明の導入に当たり支障となること 図 ＬＥＤ照明の導入状況 

全くして

いない

5.7% 

1％～

19％

16.1% 

20％～

39％

15.2% 

40％～

59％

15.2% 

60％～

79％

16.7% 

80％～

99％

19.5% 

全て

している

10.8% 

無回答

0.9% 

n=1,001

44.6 

27.8 

16.3 

4.2 

3.4 

17.4 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

価格が高い

器具の交換が

面倒である

持家でない

どうすればよいのか

わからない

導入する必要がない

その他

無回答

n=522

50.0 

33.7 

25.2 

14.9 

13.9 

5.4 

4.0 

4.0 

3.5 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どう取り組めばよいかわからない

取組が続かない

生活の快適性が失われる

お金がかかる

手間がかかる

時間がない

効果がない

必要と思わない

その他

無回答

n=202
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(5) 家庭用燃料電池（エネファーム）の設置状況 

家庭用燃料電池の設置状況について、「設置している」と回答した人の割合が 4.2％、「設置を検

討している」と回答した人の割合が 1.0％、「設置していない」と回答した人の割合が 94.1％とな

っている。 

広島市の家庭用燃料電池の設置に対する補助の認知度について、「知っている」と回答した人の

割合が4.9％、「知らない」と回答した人の割合が94.7％となっている。 

家庭用燃料電池を設置していない理由について、「どうすればよいのかわからない」と回答した

人の割合が30.9％と最も高く、「価格が高い」（30.4％）、「持家でない」（24.4％）が続いている。 

 

図 家庭用燃料電池の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 広島市の家庭用燃料電池の設置

に対する補助の認知度 

図 家庭用燃料電池を設置していない理由 

設置して

いる

4.2% 設置を検討

している

1.0% 

設置して

いない

94.1% 

無回答

0.7% 

n=1,001

30.9 

30.4 

24.4 

12.4 

9.0 

12.7 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40%

どうすればよいのか

わからない

価格が高い

持家でない

設置する必要がない

設置するのが

面倒である

その他

無回答

n=952

知っている

4.9% 

知らない

94.7% 

無回答

0.4% 

n=1,001
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(6) 家庭用蓄電池の設置状況 

家庭用蓄電池の設置状況について、「設置している」、「設置を検討している」と回答した人の割合

がそれぞれ2.3％、「設置していない」と回答した人の割合が95.0％となっている。 

広島市の家庭用蓄電池の設置に対する補助の認知度について、「知っている」と回答した人の割

合が5.7％、「知らない」と回答した人の割合が93.9％となっている。 

家庭用蓄電池を設置していない理由について、「価格が高い」と回答した人の割合が 34.1％と最

も高く、「どうすればよいのかわからない」（29.8％）、「持家でない」（24.3％）が続いている。 

 

図 家庭用蓄電池の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 広島市の家庭用蓄電池の設置

に対する補助の認知度 

図 家庭用蓄電池を設置していない理由 

設置して

いる

2.3% 設置を検討

している

2.3% 

設置して

いない

95.0% 

無回答

0.4% 

n=1,001

34.1 

29.8 

24.3 

12.6 

11.2 

10.3 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40%

価格が高い

どうすればよいのか

わからない

持家でない

設置する必要がない

設置するのが

面倒である

その他

無回答

n=974

知っている

5.7% 

知らない

93.9% 

無回答

0.4% 

n=1,001
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している

1.2% 
していないが、

今後したい

6.3% 

していないが、

今後どうするか

わからない

32.7% 
していないし、

今後する

つもりもない

42.1% 

ZEHかどうか

わからない

15.7% 

無回答

2.1% 

n=1,001

(7) ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の導入状況 

ＺＥＨの導入状況について、「している」と回答した人の割合が 1.2％、「していないが、今後し

たい」と回答した人の割合が6.3％、「していないが、今後どうするかわからない」と回答した人の

割合が32.7％となっている。 

ＺＥＨの普及に必要なことについて、「価格の低下」と回答した人の割合が 63.6％と最も高く、

「性能などの詳しい情報」（62.8％）、「補助や低利の融資」（52.8％）が続いている。 

ＺＥＨにしない理由について、「持家でない」と回答した人の割合が 28.3％と最も高く、次いで

「価格が高い」（26.8％）となっている。 

 

図 ＺＥＨの導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 ＺＥＨの普及に必要なこと 図 ＺＥＨにしない理由 

63.6 

62.8 

52.8 

5.4 

2.1 

8.7 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

価格の低下

性能などの詳しい情報

補助や低利の融資

その他

特にない

わからない

無回答

n=390

28.3 

26.8 

17.8 

17.1 

16.6 

11.6 

11.9 

1.9 

0% 10% 20% 30%

持家でない

価格が高い

どのような効果があるのか

わからない

住居の構造上できない

普通の家でよい

する必要がない

その他

無回答

n=421
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(8) 再生可能エネルギー設備の導入状況 

再生可能エネルギー設備の導入状況について、「太陽光発電設備を導入している」と回答した人

の割合が6.8％と最も高くなっている。また、「再生可能エネルギー設備は導入していない」と回答

した人の割合も84.7％となっている。 

再生可能エネルギー設備を導入していない理由について、「価格が高い」と回答した人の割合が

33.1％と最も高く、「どうすればよいのかわからない」（30.4％）、「持家でない」（26.2％）が続いて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 再生可能エネルギー設備の導入状況 図 再生可能エネルギー設備を 

導入していない理由 

33.1 

30.4 

26.2 

11.8 

10.9 

9.7 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40%

価格が高い

どうすればよいのか

わからない

持家でない

導入するのが

面倒である

導入する必要がない

その他

無回答

n=863

6.8 

1.3 

0.7 

1.5 

84.7 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光発電設備を

導入している

太陽熱温水器を

導入している

その他を導入している

再生可能エネルギー設備の

導入を検討している

再生可能エネルギー設備は

導入していない

無回答

n=1,001
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(9) 再生可能エネルギー由来の電力購入の契約状況 

再生可能エネルギー由来の電力購入の契約状況について、「契約を行っている」と回答した人の

割合が 5.9％、「契約を検討している」と回答した人の割合が 1.3％、「契約を行っていない」と回

答した人の割合が54.5％となっている。 

再生可能エネルギー由来の電力購入の契約をしていない理由について、「どうすればよいのかわ

からない」と回答した人の割合が43.3％と最も高く、「契約を変更するのが面倒である」（24.3％）、

「電力契約を切り替える必要がない」（21.5％）、「電力の安定供給等に不安がある」（20.4％）が続

いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 再生可能エネルギー由来の 

電力購入の契約状況 

図 再生可能エネルギー由来の電力 

購入の契約をしていない理由 

再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を行っている

5.9% 再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を検討している

1.3% 

再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を行っていない

54.5% 

わからない

34.6% 

無回答

3.7% 

n=1,001

43.3 

24.3 

21.5 

20.4 

13.1 

6.3 

3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どうすればよいのか

わからない

契約を変更するのが

面倒である

電力契約を切り替える

必要がない

電力の安定供給等に

不安がある

電気料金が高い

その他

無回答

n=559
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４ 自動車の所有状況 

(1) 自動車の所有状況 

自動車の所有状況について、「所有している」と回答した人の割合が 82.3％、「所有していない」

と回答した人の割合が17.0％となっている。 

 

図 自動車の所有状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有自動車数について、「１台」と回答した人の割合が60.8％、「２台以上」と回答した人の割合

が33.6％となっている。 

燃料別車種について、「ガソリン自動車」と回答した人の割合が 72.2％、「ハイブリッド自動車」

と回答した人の割合が19.4％となっている。 

一週間の平均使用日数について、「ほぼ毎日」と回答した人の割合が51.9％、「週２日以上」と回

答した人の割合が86.1％となっている。 

一年間の平均走行距離について、「5,000ｋｍ超～10,000ｋｍ以下」と回答した人の割合が27.2％、

「10,000ｋｍ超」と回答した人の割合が11.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 燃料別車種 

所有して

いる

82.3% 

所有して

いない

17.0% 

無回答

0.7% 

n=1,001

図 所有自動車数 

1台

60.8% 

2台

26.3% 

3台

6.3% 

4台

0.8% 

5台以上

0.2% 
無回答

5.5% 

n=824

ガソリン

自動車

72.2% 

ディーゼル

自動車

4.0% 

クリーン

ディーゼル

自動車

2.4% 

ハイブリッド

自動車

19.4% 

プラグイン

ハイブリッド

自動車

0.5% 

電気

自動車

0.5% 

燃料電池

自動車

0.0% 
その他

0.2% 

無回答

0.7% 

n=824
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(2) 電動車への選択 

買い替え時等における電動車の選択について、「選択する」と回答した人の割合が49.4％、「選択

しない」と回答した人の割合が41.6％となっている。 

電動車を選択しない理由について、「車両価格」と回答した人の割合が 66.8％と最も高く、次い

で「急速充電施設等の環境整備」(46.6％)となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 買い替え時等における電動車の選択 図 電動車を選択しない理由 

選択する

49.4% 

選択

しない

41.6% 

無回答

9.1% 

n=1,001

66.8 

46.6 

18.5 

12.0 

19.0 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

車両価格

急速充電施設等の

環境整備

車両性能

デザイン

その他

無回答

n=416

ほぼ毎日

51.9% 

週4～5日

14.7% 

週2～3日

19.5% 

週1日程度

9.3% 

週1日未満

2.8% 
無回答

1.7% 

n=824

3,000km

以下

19.5% 
3,000km超～

5,000km以下

12.7% 5,000km超～

10,000km以下

27.2% 

10,000km超～

15,000km以下

4.9% 

15,000km超

6.6% 

無回答

29.1% 

n=824

図 一週間の平均使用日数 図 一年間の平均走行距離 
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５ 徒歩・自転車や公共交通機関を利用するために必要なこと 

徒歩・自転車や公共交通機関を利用するために必要なことについて、「公共交通機関の利便性の

向上」と回答した人の割合が76.0％と最も高く、「歩道や自転車道の整備」（49.9％）、「住宅周辺に

スーパーや病院等の施設があること」（40.0％）が続いている。 

 

図 徒歩・自転車や公共交通機関を利用するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

76.0 

49.9 

40.0 

9.5 

5.5 

2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

公共交通機関の利便性の向上

歩道や自転車道の整備

住宅周辺にスーパーや病院等の

施設があること

カーシェアリングの普及

その他

無回答

n=1,001
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よく

知っている

3.1% 

少しは

知っている

21.2% 

聞いたことは

あるが、あまり

知らない

39.8% 

全く

知らない

35.2% 

無回答

0.8% 

n=1,001

６ 広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業について 

(1) 広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業の認知度 

広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業の認知度について、「知っている」（「よく知っている」

＋「少しは知っている」）と回答した人の割合が 24.3％、「聞いたことはあるが、あまり知らない」

と回答した人の割合が39.8％となっている。 

広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業で知っているものについて、「クールビス、ウォーム

ビズ」と回答した人の割合が74.8％と最も高く、次いで「広報紙「ひろしま市民と市政」」（47.9％）

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 広島市の地球温暖化防止に関する

啓発事業の認知度 

図 広島市の地球温暖化防止に関する

啓発事業で知っているもの 

74.8 

47.9 

21.0 

13.6 

11.2 

9.9 

6.7 

5.8 

3.5 

3.4 

0.5 

11.9 

0% 20% 40% 60% 80%

クールビズ、ウォームビズ

広報紙「ひろしま市民と市政」

ポスター

広島市ホームページ

市内電車のラッピング広告

イベント

講演会

地球温暖化対策の冊子

出前講座

啓発動画

その他

無回答

n=1,001



16 

(2) 地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していること 

地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していることについて、「ごみの減量・リサイクル

の推進」と回答した人の割合が 33.4％と最も高く、「最新の省エネ技術を用いた家電や設備の導入

促進」（28.5％）、「環境への負荷の少ない公共交通や徒歩・自転車などの利用促進」、「二酸化炭素を

吸収する森林の育成・保全や都市緑化の推進」（28.1％）が続いている。 

 

図 地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33.4 

28.5 

28.1 

28.1 

22.9 

22.6 

21.4 

17.1 

14.9 

13.1 

12.3 

9.4 

8.6 

3.9 

2.2 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40%

ごみの減量・リサイクルの推進

最新の省エネ技術を用いた家電や設備の導入促進

環境への負荷の少ない公共交通や徒歩・自転車などの

利用促進

二酸化炭素を吸収する森林の育成・保全や

都市緑化の推進

再生可能エネルギーや水素エネルギーなどの

新たなエネルギーの導入促進

身近なところに学校や病院、商店街等が集まっている

コンパクトでエネルギー消費が少ないまちづくりの推進

電気自動車などの電動車の普及促進

省エネ性能が高い住宅や建物の整備促進

市民への情報提供の充実

環境教育・環境学習の充実

サマータイムや時間差勤務の導入

クールビズやウォームビズといった国民運動の推進

環境保全のために活動している市民団体等への支援

その他

無回答

n=1,001

市役所自身の地球温暖化対策（庁舎の省エネルギー化、太陽光 

発電の導入、公用車への電気自動車などの電動車の導入等）の推進 
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７ 地球温暖化の影響への対応について 

(1) 身の回りで感じる地球温暖化の影響 

身の回りで感じる地球温暖化の影響について、「猛暑日の増加」と回答した人の割合が 89.4％と

最も高く、次いで「短時間強雨や大雨、高潮といった自然災害の増加」（85.0％）となっている。 

 

図 身の回りで感じる地球温暖化の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

89.4 

85.0 

55.5 

39.8 

23.2 

18.2 

14.7 

11.8 

1.2 

1.5 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

猛暑日の増加

短時間強雨や大雨、高潮といった自然災害の増加

熱中症等の健康被害の増加

桜の開花や紅葉の時期の変化など、季節感の喪失

以前は見かけなかった動植物を見かけるようになる

など、動植物の生息域の変化

お米やみかんなど、農作物の収穫量や品質の低下

降雨の減少による水不足

スキーや海岸部でのレジャー活動の制約

その他

影響を感じない

無回答

n=1,001
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(2) 自身の地球温暖化の影響に対する取組 

自身の地球温暖化の影響に対する取組について、「天気予報のこまめな確認」と回答した人の割

合が75.1％と最も高く、次いで「熱中症対策」（66.0％）となっている。 

 

図 自身の地球温暖化の影響に対する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.1 

66.0 

46.5 

37.1 

29.4 

19.7 

9.5 

8.9 

5.1 

0.7 

3.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

天気予報のこまめな確認

熱中症対策

ハザードマップの確認

避難経路・場所の確認

非常食や災害用備品の準備

蚊媒介感染症の対策（虫よけ等）

避難誘導アプリのインストール

防災訓練の参加

太陽光発電・家庭用蓄電池の導入

その他

無回答

n=1,001
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(3) 行政が重点を置くべき分野 

地球温暖化の影響への対応として行政が重点を置くべき分野について、「自然災害分野（短時間

強雨や大雨、土砂災害への対策など）」と回答した人の割合が91.9％と最も高く、「水資源分野（水

不足等への対策など）」（42.7％）、「健康分野（熱中症や蚊媒介感染症への対策など）」（41.9％）、

「農業分野（農作物の高温耐性品種の開発など）」（40.8％）が続いている。 

 

図 地球温暖化の影響への対応として行政が重点を置くべき分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

91.9 

42.7 

41.9 

40.8 

17.1 

13.5 

1.0 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然災害分野

（短時間強雨や大雨、土砂災害への対策など）

水資源分野（水不足等への対策など）

健康分野

（熱中症や蚊媒介感染症への対策など）

農業分野

（農作物の高温耐性品種の開発など）

自然分野

（絶滅の危機がある動植物の保全対策など）

産業・観光分野

（事業活動や観光産業に対する影響への対策など）

特に取り組む必要はない

無回答

n=1,001
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８ 環境全般について 

広島市の環境の状況について、「思う」（「そう思う」＋「ある程度そう思う」）と回答した人の割

合は、「①自然環境（水や緑、生物など）は、豊かだと思う」について87.8％、「②都市環境（まち

づくりや景観、交通など）は、快適だと思う」について 62.2％、「③生活環境（大気の質や水質、

ごみ処理など）は、快適だと思う」について 73.2％、「④地球環境の保全につながる取組（省エネ

など）は、十分に行われていると思う」について33.0％となっている。 

 

図 広島市の環境の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

33.0 

10.1 

13.6 

2.4 

54.8 

52.1 

59.6 

30.6 

7.6 

24.7 

17.3 

41.1 

1.6 

10.1 

5.9 

9.0 

1.5 

1.4 

2.1 

14.8 

1.5 

1.6 

1.5 

2.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然環境（水や緑、生物など）は、

豊かだと思う

②都市環境（まちづくりや景観、交通

など）は、快適だと思う

③生活環境（大気の質や水質、ごみ

処理など）は、健全で快適だと思う

④地球環境の保全につながる取組

（省エネなど）は、十分に行われていると思う

そう思う ある程度そう思う あまり思わない 思わない わからない 無回答

n=1,001
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Ⅲ 事業所アンケート結果 

１ 属性 

図 所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中区

37.5% 

東区

6.7% 南区

14.4% 

西区

27.9% 

安佐南区

4.8% 

安佐北区

1.9% 

安芸区

4.8% 
佐伯区

1.9% 

無回答

0.0% 

n=104

農業、林業、漁業

0.0% 
鉱業、採石業、

砂利採取業

0.0% 

建設業

15.4% 

製造業（食品加工業）

4.8% 

製造業

（食品加工業以外）

7.7% 

電気・ガス・熱供給・

水道業 1.0% 

情報通信業、運輸業、

郵便業 5.8% 

卸売業、小売業

（食品卸、販売業） 8.7% 

卸売業、小売業

（食品卸、販売業以外）

8.7% 

金融業、

保険業 1.0% 

不動産業、

物品賃貸業 3.8% 

宿泊業、

飲食サービス業

11.5% 

教育、学習支援業

1.9% 

医療、福祉

13.5% 

複合サービス

事業 8.7% 

その他

7.7% 

無回答

0.0% 

n=104
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図 建物形態                    図 従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 資本金                 図 省エネ法の指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 エネルギー使用量 

【購入電力】 

 

 

 

 

 

【都市ガス】 

 

 

 

 

【ＬＰガス】 

 

 

 

 

店舗・

飲食店

18.3% 

事務所・

営業所

46.2% 

工場・

作業所

13.5% 

輸送セン

ター・配送

センター

1.0% 

学校施設

1.9% 

ホテル・

旅館

2.9% 

病院・医療

関連施設

6.7% 

その他

9.6% 
無回答

0.0% 

n=104

1～5人

43.3% 

6～20人

30.8% 

21～50人

9.6% 

51～

100人

7.7% 

101～

300人

6.7% 

301人

～

1.9% 無回答

0.0% 

n=104

5,000万円

以下

80.8% 

5,000万円超、

1億円以下

5.8% 

1億円超、

3億円以下

3.8% 

3億円超

6.7% 
無回答

2.9% 

n=104

特定事業者

又は

特定連鎖化事業者

2.9% 

非指定

49.0% 
わからない

46.2% 

無回答

1.9% 

n=104

1.9 

1.9 

44.2 

47.1 

9.6 

9.6 

3.8 

3.8 

40.4 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度(n=104)

令和3年度(n=104)

0kWh 1～100,000kWh 100,001～1,000,000kWh 1,000,001kWh以上 無回答

24.0 

24.0 

17.3 

18.3 

1.9 

1.9 

1.0 

1.0 

55.8 

54.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度(n=104)

令和3年度(n=104)

0㎥ 1～10,000㎥ 10,001～100,000㎥ 100,001㎥以上 無回答

33.7 

33.7 

8.7 

9.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

57.7 

56.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年度(n=104)

令和3年度(n=104)

0㎥ 1～1,000㎥ 1,001～10,000㎥ 10,001㎥以上 無回答
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２ 地球温暖化について 

(1) 地球温暖化の進行に対する認識 

地球温暖化の進行に対する認識について、差し迫った問題であると「思う」（「そう思う」＋「ま

あそう思う」）と回答した事業所の割合が92.3％、「思わない」（「そうは思わない」＋「あまり思わ

ない」）と回答した事業所の割合が7.7％となっている。 

 

図 地球温暖化の進行に対する認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 温室効果ガス排出量削減目標の認知度 

「温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度と比べて 46％削減する」という国の目標の認知

度について、「知っている」（「よく知っている」＋「少しは知っている」）と回答した事業所の割合

が61.5％、「聞いたことはあるが、あまり知らない」と回答した事業所の割合が35.6％となってい

る。 

「温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロにする」という国の目標の認知度について、「知

っている」（「よく知っている」＋「少しは知っている」）と回答した事業所の割合が58.7％、「聞い

たことはあるが、あまり知らない」と回答した事業所の割合が33.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う

63.5% 

まあ

そう思う

28.8% 

あまり

思わない

5.8% 

そうは

思わない

1.9% 

わからない

0.0% 

無回答

0.0% 

n=104

図 「温室効果ガス排出量を 2050 年ま

でに実質ゼロにする」という国の目

標の認知度 

図 「温室効果ガス排出量を 2030 年度

に 2013 年度と比べて 46％削減す

る」という国の目標の認知度 

よく

知っている

19.2% 

少しは

知っている

42.3% 

聞いたこと

はあるが、

あまり

知らない

35.6% 

全く

知らない

2.9% 

無回答

0.0% 

n=104

よく

知っている

18.3% 

少しは

知っている

40.4% 

聞いたこと

はあるが、

あまり

知らない

33.7% 

全く

知らない

7.7% 

無回答

0.0% 

n=104
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2050年にカーボン

ニュートラルを達成する

目標を表明している

2.9% 

2050年より早くカーボン

ニュートラルを達成する

目標を表明している

1.9% 

カーボンニュートラルの

目標は表明していないが、

事業所内で検討している

16.3% カーボンニュートラルの

目標は表明していない

74.0% 

その他の目標を

表明している

1.0% 

無回答

3.8% 

n=104

(3) 温室効果ガスの削減に向けた目標の表明の有無 

温室効果ガスの削減に向けた目標の表明の有無について、「2050 年にカーボンニュートラルを達

成する目標を表明している」と回答した事業所の割合が 2.9％、「2050 年より早くカーボンニュー

トラルを達成する目標を表明している」と回答した事業所の割合が1.9％、「カーボンニュートラル

の目標は表明していないが、事業所内で検討している」と回答した事業所の割合が 16.3％、「カー

ボンニュートラルの目標は表明していない」と回答した事業所の割合が74.0％となっている。 

 

図 温室効果ガスの削減に向けた目標の表明の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



25 

(4) 環境問題に関する知識や情報の入手先 

環境問題に関する知識や情報の入手先について、「テレビやラジオ」と回答した事業所の割合が

75.0％と最も高く、次いで「新聞、雑誌、書籍」（60.6％）となっている。 

 

図 環境問題に関する知識や情報の入手先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.0 

60.6 

14.4 

12.5 

11.5 

9.6 

7.7 

3.8 

2.9 

1.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

テレビやラジオ

新聞、雑誌、書籍

広島市の広報紙やホームページ

SNS以外のインターネット

他の事業者

本社等の社内他部署から

SNS(Twitter、Facebook等)

研究会や講演会

広島市が行うイベントやセミナー

その他

無回答

n=104
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３ 地球温暖化防止の取組について 

(1) 実践している省エネルギーの取組 

実践している省エネルギーの取組について、「高効率照明器具（ＬＥＤ照明）を使用する」と回答

した事業所の割合が 59.6％と最も高く、「空調機器のフィルターや熱交換器を定期的に清掃、交換

等する」（52.9％）、「照明区分を細分化し、照明が不要な区画は消灯する」（50.0％）が続いている。 

 

図 実践している省エネルギーの取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

59.6 

52.9 

50.0 

40.4 

39.4 

27.9 

24.0 

22.1 

18.3 

18.3 

16.3 

14.4 

7.7 

5.8 

3.8 

2.9 

1.9 

2.9 

1.9 

1.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高効率照明器具（LED照明）を使用する

空調機器のフィルターや熱交換器を定期的に清掃、

交換等する

照明区分を細分化し、照明が不要な区画は消灯する

事務室等の室温を冷房時28℃、暖房時20℃に維持する

休憩時間などの執務時間外には消灯又は減灯する

中間期には熱源の停止や外気冷房を行う

空調区画を細分化し、空調が不要な区画は停止する

取組状況の確認、評価、改善を行う

エネルギー使用量、設備の運転時間等の計測、

記録を行う

冷暖房時における外気導入量を適切に管理する

エネルギー消費効率の高い（高効率）空調設備を

使用する

換気ファンを間欠運転する

ポンプ・ファン類等にインバータを設置して最適に

制御する

統括的なエネルギー管理体制の整備と責任者の

配置を行う

熱源の燃焼設備の空気比を調整する

全熱交換器による排気の熱を回収する

熱源水に太陽熱、地中熱、排熱等を利用する

その他

取り組んでいない

無回答

n=104
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(2) 省エネルギーに取り組んでいる理由 

省エネルギーに取り組んでいる理由について、「省エネルギーや資源のリサイクルによりコスト

削減につながるため」と回答した事業所の割合が60.6％と最も高く、次いで「企業の社会的責任で

あり、地球温暖化問題の重要性を感じているため」（51.9％）となっている。 

 

図 省エネルギーに取り組んでいる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 省エネルギーの実践に当たっての問題点 

省エネルギーの実践に当たっての問題点について、「資金の不足」と回答した事業所の割合が

48.1％と最も高く、次いで「ノウハウの不足」（45.2％）となっている。 

 

図 省エネルギーの実践に当たっての問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

60.6 

51.9 

7.7 

6.7 

5.8 

1.0 

5.8 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

省エネルギーや資源のリサイクルにより

コスト削減につながるため

企業の社会的責任であり、地球温暖化問題の

重要性を感じているため

会社や業界などで良好な環境保全のための

独自の基準等を設けているため

事業所の周辺住民との良好な関係を維持するため

企業や製品、商品のイメージアップや新しい

ビジネスチャンスが期待できるため

取引先から取り組むよう求められているため

その他

無回答

n=104

48.1 

45.2 

26.9 

25.0 

16.3 

15.4 

5.8 

3.8 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資金の不足

ノウハウの不足

手間や時間がかかる

省エネルギー対策に関する情報の不足

事業所内での意思統一を図るのが難しい

人材の不足

取引先や消費者の協力が得られない

その他

無回答

n=104
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(4) 環境マネジメントシステムの導入状況 

環境マネジメントシステムの導入状況について、「ＩＳＯ14001」と回答した事業所の割合が6.7％、

「導入していない」と回答した事業所の割合が80.8％となっている。 

環境マネジメントシステムを導入していない理由について、「ノウハウの不足」と回答した事業

所の割合が 53.3％と最も高く、「資金の不足」（36.7％）、「手間や時間がかかる」（31.1％）が続い

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 省エネルギー診断の受診経験 

省エネルギー診断の受診経験について、「受診したことがある」と回答した事業所の割合が3.8％、

「受診したことがない」と回答した事業所の割合が89.4％となっている。 

省エネルギー診断を受診したことがない理由について、「どこに依頼すればよいか知らない」と

回答した事業所の割合が47.3％と最も高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 省エネルギー診断の受診経験 図 省エネルギー診断を受診したことがない理由 

 

図 環境マネジメントシステムの導入状況 図 環境マネジメントシステムを

導入していない理由 
ISO14001

6.7% 

エコアク

ション21

1.0% 

KES

1.0% 

事業所独自の

環境マネジメント

システム 1.0% 

その他

0.0% 

導入を

検討中である

5.8% 

導入して

いない

80.8% 

無回答

3.8% 

n=104

53.3 

36.7 

31.1 

25.6 

12.2 

2.2 

11.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ノウハウの不足

資金の不足

手間や時間がかかる

人材の不足

事業所内での意思統一を

図るのが難しい

その他

無回答

n=90

受診した

ことがある

3.8% 受診を検討

中である

4.8% 

受診した

ことがない

89.4% 

無回答

1.9% 

n=104

47.3 

22.6 

20.4 

19.4 

18.3 

5.4 

16.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

どこに依頼すればよいか

知らない

お金がかかる

必要と思わない

時間がない

手間がかかる

効果がない

その他

無回答

n=93
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(6) 省エネルギー設備等の導入状況 

導入している省エネルギー設備等について、「ＬＥＤ照明等」と回答した事業所の割合が 58.7％

と最も高くなっている。また、「導入していない」と回答した事業所の割合も31.7％となっている。 

今後導入したい省エネルギー設備等について、「高効率の空調・換気設備」、「ＬＥＤ照明等」と回

答した事業所の割合が30.8％と最も高く、次いで「高性能の断熱材」（23.1％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 省エネルギー設備等の導入可能な投資回収年数 

省エネルギー設備等の導入可能な投資回収年数について、「投資回収年数10年以上でも導入して

もよい」と回答した事業所の割合が9.6％、「投資回収年数6～10年であれば導入してもよい」と回

答した事業所の割合が20.2％となっている。 

 

図 省エネルギー設備等の導入可能な投資回収年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 導入している省エネルギー設備等 

58.7 

13.5 

2.9 

1.9 

1.9 

1.0 

0.0 

1.0 

31.7 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

LED照明等

高効率の空調・換気設備

エネルギー管理システム

「BEMS」

天然ガスコージェネレーション

高性能の断熱材

高効率の熱源・熱搬送設備

高効率の給排水設備

その他

導入していない

無回答

n=104

30.8 

30.8 

23.1 

12.5 

11.5 

6.7 

1.9 

4.8 

34.6 

0% 10% 20% 30% 40%

高効率の空調・換気設備

LED照明等

高性能の断熱材

高効率の熱源・熱搬送設備

高効率の給排水設備

エネルギー管理システム

「BEMS」

天然ガスコージェネレーション

その他

無回答

n=104

図 今後導入したい省エネルギー設備等 

投資回収年数

10年以上でも

導入してもよい

9.6% 

投資回収年数

6～10年であれば

導入してもよい

20.2% 

投資回収年数

3～5年であれば

導入してもよい

26.9% 

投資回収年数

3年以内でなければ

導入できない

23.1% 

無回答

20.2% 

n=104
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(8) ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の導入状況 

ＺＥＢの導入状況について、「している」と回答した事業所の割合が 0.0％、「していないが、今

後したい」と回答した事業所の割合が7.7％、「していないが、今後どうするかわからない」と回答

した事業所の割合が36.5％となっている。 

導入しているＺＥＢの種類は、回答した事業所がない。 

ＺＥＢの普及に必要なことについて、「価格の低下」と回答した事業所の割合が 39.4％と最も高

く、次いで「補助や低利の融資」（37.5％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9) 再生可能エネルギー設備の導入状況 

再生可能エネルギー設備の導入状況について、「太陽光発電設備を導入している」と回答した事

業所の割合が6.7％と最も高くなっている。また、「再生可能エネルギー設備は導入していない」と

回答した事業所の割合も73.1％となっている。 

再生可能エネルギー設備を導入していない理由について、「自社の所有する建物でない」と回答

した事業所の割合が43.0％と最も高く、次いで「価格が高い」（24.4％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 ＺＥＢの導入状況 図 ＺＥＢの普及に必要なこと 

図 再生可能エネルギー設備の導入状況 図 再生可能エネルギー設備を 

導入していない理由 

39.4 

37.5 

28.8 

1.9 

3.8 

28.8 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40%

価格の低下

補助や低利の融資

性能などの詳しい情報

その他

特にない

わからない

無回答

n=104している

0.0% していないが、

今後したい

7.7% 

していないが、

今後どうするか

わからない

36.5% 

していないし、

今後する

つもりもない

24.0% 

ZEBかどうか

わからない

24.0% 

無回答

7.7% 

n=104

6.7 

2.9 

0.0 

0.0 

9.6 

73.1 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80%

太陽光発電設備を

導入している

太陽熱利用設備を

導入している

バイオマス・廃棄物利用

設備を導入している

その他を導入している

再生可能エネルギー設備の

導入を検討している

再生可能エネルギー設備は

導入していない

無回答

n=104

43.0 

24.4 

18.6 

11.6 

7.0 

7.0 

3.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社の所有する

建物でない

価格が高い

どうすればよいのか

わからない

導入する必要がない

導入するのが

面倒である

その他

無回答

n=86
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再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を行っている

3.8% 再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を検討している

1.0% 

再生可能エネルギー

由来の電力購入の

契約を行っていない

54.8% 

わからない

35.6% 

無回答

4.8% 

n=104

(10) 再生可能エネルギー由来の電力購入の契約状況 

再生可能エネルギー由来の電力購入の契約状況について、「契約を行っている」と回答した事業

所の割合が 3.8％、「契約を検討している」と回答した事業所の割合が 1.0％、「契約を行っていな

い」と回答した事業所の割合が54.8％となっている。 

再生可能エネルギー由来の電力購入の契約をしていない理由について、「どうすればよいのかわ

からない」と回答した事業所の割合が37.9％と最も高く、次いで「電力の安定供給等に不安がある」

（32.8％）となっている。 

再生可能エネルギー設備の導入等に取り組んでいる理由について、「企業の社会的責任であり、

地球温暖化問題の重要性を感じているため」と回答した事業所の割合が50.0％と最も高く、次いで

「売電や自家消費等により収益の増加又はコスト削減が見込めるため」（41.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギー設備の導入等に取り組んでいる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 再生可能エネルギー由来の 

電力購入の契約状況 

図 再生可能エネルギー由来の電力 

購入の契約をしていない理由 

37.9 

32.8 

17.2 

15.5 

10.3 

6.9 

3.4 

0% 10% 20% 30% 40%

どうすればよいのか

わからない

電力の安定供給等に

不安がある

電力契約を切り替える

必要がない

電気料金が高い

契約を変更するのが

面倒である

その他

無回答

n=58

50.0 

41.7 

16.7 

16.7 

8.3 

8.3 

8.3 

8.3 

8.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

企業の社会的責任であり、地球温暖化問題の

重要性を感じているため

売電や自家消費等により収益の増加又は

コスト削減が見込めるため

企業や製品、商品のイメージアップや新しい

ビジネスチャンスが期待できるため

事業所の周辺住民との良好な関係を維持

するため

災害等非常時の電源確保のため

会社や業界などで良好な環境保全のための

独自の基準等を設けているため

取引先から取り組むよう求められているため

その他

無回答

n=12
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４ 自動車の所有状況 

(1) 所有自動車数 

所有自動車数について、「１～５台」と回答した事業所の割合が50.0％となっている。 

また、所有自動車総数に占める電動車の割合は、7.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 電動車への選択 

買い替え時等における電動車の選択について、「選択する」と回答した事業所の割合が 46.2％と

なっている。 

電動車を選択しない理由について、「車両価格」と回答した事業所の割合が 74.5％と最も高く、

次いで「急速充電施設等の環境整備」(43.6％)となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 買い替え時等における電動車の選択 図 電動車を選択しない理由 

選択する

46.2% 

選択

しない

52.9% 

無回答

1.0% 

n=104

図 所有自動車数 図 所有自動車総数に占める電動車の割合 

0台

22.1% 

1～5台

50.0% 

6～10台

13.5% 

11～15台

3.8% 

16～20台

1.9% 

21～50台

4.8% 

51台以上

1.9% 
無回答

1.9% 

n=104

74.5 

43.6 

14.5 

1.8 

10.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

車両価格

急速充電施設等の

環境整備

車両性能

デザイン

その他

無回答

n=55

電気

自動車

0.2% 

ハイブリッド

自動車

7.0% 

プラグイン

ハイブリッド自動車

0.3% 

燃料電池

自動車

0.1% 

次世代自動車以外

92.3% 

n=885
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５ 環境に配慮した取組について 

(1) グリーン購入法を考慮した物品等の購入の有無 

グリーン購入法を考慮した物品等の購入の有無について、「考慮して、購入している」と回答した

事業所の割合が10.6％となっている。 

 

図 グリーン購入法を考慮した物品等の購入の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 環境に配慮した製品作りなどの取組の有無 

環境に配慮した製品作りなどの取組の有無について、「取り組んでいる」と回答した事業所の割

合が11.5％、「今後取り組みたい」と回答した事業所の割合が23.1％となっている。 

環境に配慮した製品作りなどの取組は取引先からの影響によるものかについて、「取引先から取

引上の義務として取組を求められている」と回答した事業所の割合が8.3％、「取引先から取引上の

努力義務として取組を求められている」と回答した事業所の割合が2.8％、「取引先からは取引上の

義務等として求められておらず、自主的な取組である」と回答した事業所の割合が80.6％となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 環境に配慮した製品作り 

などの取組の有無 

考慮して、

購入している

10.6% 

考慮しているが、

取組は進んで

いない

17.3% 

今後、取り組む

予定である

4.8% 

考慮して

いない

26.0% 

初めて

聞いた

35.6% 

その他

1.9% 

無回答

3.8% 

n=104

取り組ん

でいる

11.5% 

今後取り

組みたい

23.1% 

現時点では、取り組む

予定はない

27.9% 

考えたこと

がない

34.6% 

無回答

2.9% 

n=104

取引先から取引上の義務

として取組を求められている

8.3% 

取引先から取引上の

努力義務として取組を

求められている

2.8% 

取引先からは取引上の

義務等として求められて

おらず、自主的な取組である

80.6% 

無回答

8.3% 

n=36

図 環境に配慮した製品作りなどの取組は 

取引先からの影響によるものか 
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環境に配慮した製品作りなどに取り組んでいる・取り組みたいと考える具体的な取組内容 

 

・鉛レス 

・包装を自然由来の製品へ 

・包装の簡素化 

・テイクアウトなどの袋を地球環境に良いものを使用 

・客先へインバーター・LED使用の商品を納入している 

・省エネ空調設備の開発、販売を業務として行っている 

・サスティナブルシリーズ商品（食品）の販売 

・クリーンエネルギーで移動する 
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６ 広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業について 

(1) 広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業の認知度 

広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業の認知度について、「知っている」（「よく知っている」

＋「少しは知っている」）と回答した事業所の割合が23.0％、「聞いたことはあるが、あまり知らな

い」と回答した事業所の割合が45.2％となっている。 

広島市の地球温暖化防止に関する啓発事業で知っているものについて、「クールビズ、ウォーム

ビズ」と回答した事業所の割合が73.1％と最も高く、次いで「広報紙「ひろしま市民と市政」」（41.3％）

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 広島市の地球温暖化防止に関する 

啓発事業の認知度 

図 広島市の地球温暖化防止に関する

啓発事業で知っているもの 

よく

知っている

3.8% 

少しは

知っている

19.2% 

聞いたことは

あるが、あまり

知らない

45.2% 

全く

知らない

31.7% 

無回答

0.0% 

n=104

73.1 

41.3 

14.4 

12.5 

10.6 

7.7 

5.8 

3.8 

3.8 

2.9 

0.0 

12.5 

0% 20% 40% 60% 80%

クールビズ、ウォームビズ

広報紙「ひろしま市民と市政」

ポスター

広島市ホームページ

市内電車のラッピング広告

講演会

出前講座

イベント

啓発動画

地球温暖化対策の冊子

その他

無回答

n=104
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(2) 地球温暖化防止のための取組を進める上で、行政に期待する支援 

地球温暖化防止のための取組を進める上で、行政に期待する支援について、「資金面での支援」と

回答した事業所の割合が62.5％と最も高く、次いで「地球温暖化防止に取り組むための事業者向け

情報指針、ガイドラインの作成」（31.7％）となっている。 

 

図 地球温暖化防止のための取組を進める上で、行政に期待する支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

62.5 

31.7 

26.0 

23.1 

17.3 

2.9 

12.5 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

資金面での支援

地球温暖化防止に取り組むための事業者

向け情報指針、ガイドラインの作成

地球温暖化に関する情報の収集、提供

人材の紹介や派遣、ノウハウの提供

地球温暖化防止のための取組に

関する相談窓口の設置

その他

特に期待することはない

無回答

n=104
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(3) 地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していること 

地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していることについて、「二酸化炭素を吸収する森

林の育成・保全や都市緑化の推進」と回答した事業所の割合が 37.5％と最も高く、「ごみの減量・

リサイクルの推進」（31.7％）、「再生可能エネルギーや水素エネルギーなどの新たなエネルギーの

導入促進」（29.8％）が続いている。 

 

図 地球温暖化防止の取組として行政に特に期待していること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

37.5 

31.7 

29.8 

25.0 

21.2 

18.3 

17.3 

16.3 

16.3 

15.4 

11.5 

10.6 

8.7 

3.8 

1.9 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40%

二酸化炭素を吸収する森林の育成・保全や

都市緑化の推進

ごみの減量・リサイクルの推進

再生可能エネルギーや水素エネルギーなどの

新たなエネルギーの導入促進

最新の省エネ技術を用いた家電や設備の導入促進

身近なところに学校や病院、商店街等が集まっている

コンパクトでエネルギー消費が少ないまちづくりの推進

環境への負荷の少ない公共交通や徒歩・自転車などの

利用促進

電気自動車などの電動車の普及促進

クールビズやウォームビズといった国民運動の推進

事業者への情報提供の充実

環境教育・環境学習の充実

省エネ性能が高い住宅や建物の整備促進

サマータイムや時間差勤務の導入

環境保全のために活動している市民団体等への支援

その他

無回答

n=104

市役所自身の地球温暖化対策（庁舎の省エネルギー化、太陽光 

発電の導入、公用車への電気自動車などの電動車の導入等）の推進 
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７ 地球温暖化の影響への対応について 

(1) 日常業務の中で感じる地球温暖化の影響 

日常業務の中で感じる地球温暖化の影響について、「猛暑日の増加」、「短時間強雨や大雨、高潮と

いった自然災害の増加」と回答した事業所の割合が86.5％と最も高く、次いで「熱中症等の健康被

害の増加」（51.0％）が続いている。 

 

図 日常業務の中で感じる地球温暖化の影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

86.5 

86.5 

51.0 

17.3 

16.3 

14.4 

13.5 

1.0 

1.9 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

猛暑日の増加

短時間強雨や大雨、高潮といった自然災害の増加

熱中症等の健康被害の増加

季節感の喪失による季節物の売り上げ低下

降雨の減少による水不足

スキーや海岸部でのレジャー産業への影響

お米やみかんなど、農作物の収穫量や品質の低下

その他

影響を感じない

無回答

n=104
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(2) 事業所の地球温暖化の影響に対する取組 

事業所の地球温暖化の影響に対する取組について、「天気予報のこまめな確認」、「熱中症対策」と

回答した事業所の割合が57.7％と最も高く、次いで「避難経路・場所の確認」、「ハザードマップの

確認」（33.7％）となっている。 

 

図 事業所の地球温暖化の影響に対する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.7 

57.7 

33.7 

33.7 

24.0 

23.1 

15.4 

10.6 

4.8 

3.8 

0.0 

2.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

天気予報のこまめな確認

熱中症対策

避難経路・場所の確認

ハザードマップの確認

防災訓練の参加

非常食や災害用備品の準備

BCP（事業継続計画）の策定

太陽光発電・蓄電池の導入

避難誘導アプリのインストール

蚊媒介感染症の対策（虫よけ等）

その他

無回答

n=104
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(3) 行政が重点を置くべき分野 

地球温暖化の影響への対応として行政が重点を置くべき分野について、「自然災害分野（短時間

強雨や大雨、土砂災害への対策など）」と回答した事業所の割合が 88.5％と最も高く、次いで「水

資源分野（水不足等への対策など）」（38.5％）となっている。 

 

図 地球温暖化の影響への対応として行政が重点を置くべき分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地球温暖化の影響による日常業務への支障 

 

【猛暑日の増加】 

・猛暑の時には客足が遠のくが、お客さまの健康を考えると、無理に集客ができない。 

・現場での仕事なので、特に夏日の熱中症や体力の消耗に気を遣う。 

【異常気象への懸念】 

・温暖化のせいか雨がよく降る、特に豪雨。 

【省エネ対策への関心の高まり】 

・省CO2システムの提案の依頼が増えた。 

【原材料、仕入価格の高騰】 

・原材料の高騰。 

・農作物不作による仕入価格高騰。 

【輸入品の不足、質の低下】 

・外国が地球温暖化の影響を受け輸入品不足による商品の低下、不足。 

88.5 

38.5 

29.8 

28.8 

23.1 

22.1 

1.0 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然災害分野

（短時間強雨や大雨、土砂災害への対策など）

水資源分野（水不足等への対策など）

健康分野

（熱中症や蚊媒介感染症への対策など）

農業分野

（農作物の高温耐性品種の開発など）

自然分野

（絶滅の危機がある動植物の保全対策など）

産業・観光分野

（事業活動や観光産業に対する影響への対策など）

特に取り組む必要はない

無回答

n=104
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８ 環境全般について 

広島市の環境の状況について、「思う」（「そう思う」＋「ある程度そう思う」）と回答した人の割

合は、「①自然環境（水や緑、生物など）は、豊かだと思う」について87.5％、「②都市環境（まち

づくりや景観、交通など）は、快適だと思う」について 61.5％、「③生活環境（大気の質や水質、

ごみ処理など）は、快適だと思う」について 77.9％、「④地球環境の保全につながる取組（省エネ

など）は、十分に行われていると思う」について40.4％となっている。 

 

図 広島市の環境の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.7 

9.6 

12.5 

2.9 

53.8 

51.9 

65.4 

37.5 

4.8 

18.3 

12.5 

35.6 

3.8 

16.3 

4.8 

10.6 

1.9 

1.9 

2.9 

11.5 

1.9 

1.9 

1.9 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①自然環境（水や緑、生物など）は、

豊かだと思う。

②都市環境（まちづくりや景観、交通

など）は、快適だと思う。

③生活環境（大気の質や水質、ごみ

処理など）は、健全で快適だと思う。

④地球環境の保全につながる取組

（省エネなど）は、十分に行われていると思う。

そう思う ある程度そう思う あまり思わない 思わない わからない 無回答

n=104


